
令和５年度〔第１四半期〕随意契約の結果（５００万円以上の工事、物品、委託）
総合企画部

（注）※１、※２の説明

企画調整課 びわこ文化公園都市
における「健康しが」・
Ｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇに関す
る共同研究業務委託

Well-beingに関わる研
究の面的連携を促進
するため、新たに研究
連携組織を設置し、国
等の競争的資金を活
用した事業の申請に向
けた先行研究、可能性
調査を行う。

令 和 5 年 4 月 3 日 ～ 令 和 6年 3月 31日 学校法人立命館 5,000,000 健康・Well-beingを研究ターゲットとする総合研
究所や共創コンソーシアムを設置する大学とし
て、立命館大学の他に本業務を代替しうる者が
いないため。

2 3イ

企画調整課 「ＳＤＧｓ学びとイノ
ベーションのプラット
フォーム」企画調整・
運営業務委託

持続可能な社会を創
る・支える仕事を子ども
に知ってもらい、子ども
に夢をもってもらうこと
を目的として、県内企
業・事業者・団体がつ
ながり、子どもたちを応
援するプラットフォーム
の企画調整・運営

令 和 5 年 6 月 1 日 ～ 令 和 6年 3月 29日 特定非営利活動法人
放課後NPOアフタース
クール

12,430,000 本業務は、企業のＳＤＧｓ達成に向けた行動変
容・イノベーション創出を促すための工夫、子ど
もの育ち・学びの現場向けの体験プログラムの
実施能力、企業や子どもの育ち・学びの現場含
めた関係者との調整能力をはじめ、これらをプ
ラットフォームとして一体的に運用する能力を有
していることが求められるため、競争入札に適し
ないことから、プロポーザル方式により契約の相
手方を選定したため。

2 4

国際課 ミシガン州立大学連
合日本センター管理
運営事業委託

ミシガン州立大学連合
日本センターの管理運
営業務

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6年 3月 31日 公益財団法人滋賀県
国際協会

43,091,000 ミシガン州立大学連合との折衝をはじめ日常業
務で高い語学力が必要であり、県とミシガン州立
大学連合、ミシガン州政府が共同で運営すると
いう特殊性から、当センターの管理運営を行える
団体が他にはないため。

2 3イ

国際課 滋賀県湖南省事務
所管理運営業務委
託

滋賀県誘客経済促進
センターの管理運営

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6年 3月 31日 公益社団法人びわこビ
ジターズビューロー

8,165,128 滋賀県誘客経済促進センターについて、中国国
内法の規制により県が直接設置できないことか
ら、当団体が設置主体となり、双方の間で設置・
運営に関する協定書を締結しているため。

2 3イ

国際課 滋賀県地域日本語
教育推進事業委託

地域日本語教育推進
事業

令 和 5年 4月 26日 ～ 令 和 6年 2月 28日 一般財団法人滋賀
YMCA

13,997,253 日本語教育に関する専門的知見に基づく事業の
遂行、相談や助言ができる能力が必要なため、
競争入札に適しないことから、プロポーザル方式
により契約の相手方を選定したため。

2 4

根拠
法令
※１

適用
類型
※２

表頭欄の「根拠法令」（※１）は、随意契約ができる場合について規定している地方自治法施行令第１６７条の２第１項の１号から９号のうち該当する号を記入し、２号の場
合（性質又は目的が競争入札に適しないもの）については、「適用類型」（※２）に厳格な運用を図るために県が作成した７類型のうち該当するものを記入しています。

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等



根拠
法令
※１

適用
類型
※２

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等

県民活動生活
課

性暴力被害者総合ケ
アワンストップびわ湖
SATOCO事業委託

滋賀県性暴力被害者
総合ケアワンストップび
わ湖SATOCO運営業
務

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6年 3月 31日 滋賀県産科婦人科医
会

8,559,000 性暴力被害者への総合的な支援を可能な限り１
箇所で提供し、被害の潜在化を防止するため
に、滋賀県、滋賀県警察、滋賀県産科婦人科医
会および公益社団法人おうみ犯罪被害者支援セ
ンターの４者で協定書を締結して、SATOCOの業
務を運営しており、協定の締結者を契約の相手
方としているため。

2 3イ

県民活動生活
課

性暴力被害者総合ケ
アワンストップびわ湖
SATOCO事業委託

滋賀県性暴力被害者
総合ケアワンストップび
わ湖SATOCO運営業
務

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6年 3月 31日 公益社団法人おうみ犯
罪被害者支援センター

7,497,800 性暴力被害者への総合的な支援を可能な限り１
箇所で提供し、被害の潜在化を防止するため
に、滋賀県、滋賀県警察、滋賀県産科婦人科医
会および公益社団法人おうみ犯罪被害者支援セ
ンターの４者で協定書を締結して、SATOCOの業
務を運営しており、協定の締結者を契約の相手
方としているため。

2 3イ

県民活動生活
課

令和５年度地価調査
業務委託

地価調査業務 令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 5年 9月 30日 公益社団法人滋賀県
不動産鑑定士協会

28,554,240 本業務は、地価調査等の内容を詳細に理解する
とともに、県内における不動産の鑑定評価およ
び地価の分析に精通している専門機関でなけれ
ば実施が困難であり、こうした能力を有している
団体は不動産鑑定士で構成される当該協会以
外にないため。

2 3イ

ＤＸ推進課 令和５・６年度滋賀県
公式ホームページリ
ニューアル事前準備
業務委託

令和５・６年度滋賀県
公式ホームページリ
ニューアルの事前準備
業務

令 和 5 年 4 月 3 日 ～ 令 和 7年 3月 31日 アライド・ブレインズ株
式会社

23,530,005 令和４年度に実施した「令和４年度滋賀県公式
ホームページリニューアル事前準備業務」を受
託し、現行ホームページの仕様を正確に理解し
ているのは、当該事業者のみであるため。
＊債務負担行為を含む契約

2 3イ

ＤＸ推進課 IT資産統合管理ツー
ル運用保守業務委
託

資産管理ツールの運
用保守業務

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6年 3月 31日 株式会社大塚商会志
賀営業所

8,949,600 本業務は、端末運用管理やセキュリティ対策に
重要な役割を果たすものであり、その機能等を
総合的に判断する必要があるため、競争入札に
適しないことから、プロポーザル方式により契約
の相手方を選定したため。

2 4

ＤＸ推進課 滋賀県DX推進支援
業務委託

滋賀県DX推進支援業
務

令 和 5年 6月 30日 ～ 令 和 6年 3月 31日 富士通Japan株式会社
京都公共ビジネス部

5,808,000 本業務は、県、県内市町および事業者のDXに関
する取組の支援を目的としており、支援の方法
や具体的な助言の内容などを重視する性格のも
のであり、専門的な知識やノウハウ等が要求さ
れるため、競争入札には適しないことから、プロ
ポーザル方式により契約の相手方を選定したた
め。

2 4



根拠
法令
※１

適用
類型
※２

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等

CO2ネットゼロ

推進課

令和５年度滋賀県地
球温暖化防止活動
推進センター活動

温暖化対策に関する普
及啓発、推進員の活動
支援等

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6年 3月 31日 公益財団法人淡海環
境保全財団

22,679,000 当該団体は、地球温暖化対策の推進に関する
法律第３８条第１項の規定に基づき、本県が公
募のうえ指定した唯一の地域地球温暖化防止活
動推進センターであり、同第３８条第２項に規定
の事業を行うこととなっているため。

2 3イ

CO2ネットゼロ

推進課

令和５年度省エネ等
伴走支援事業業務
委託

事業所へのアドバイ
ザーの派遣等

令 和 5 年 4 月 1 日 ～ 令 和 6年 3月 31日 公益財団法人滋賀県
産業支援プラザ

8,070,000 当該法人は、中小企業支援法第７条に基づき中
小企業支援センターとして指定され、また、企業
のＣＯ2ネットゼロを支援する各種事業を平素か
ら行っており、代替性がないため。

2 3イ

CO2ネットゼロ

推進課

令和５年度ＰＰＡ等普
及促進事業業務委
託

ＰＰＡモデル等とＶＰＰな
ど再エネの面的利用を
組み合わせた、再エネ
電力地産地消のため
の基本計画の策定等

令 和 5年 6月 12日 ～ 令 和 6年 3月 29日 みずほリサーチ＆テク
ノロジーズ株式会社

13,230,250 本業務は、ＰＰＡモデル等とＶＰＰなど再エネの面
的利用を組み合わせた、再エネ電力地産地消の
ための事業化可能性調査を実施するもので、業
務の遂行に当たっては、当該分野に精通すると
ともに、エネルギー分野における広範かつ専門
的な知識と政策立案能力を有していることが求
められるため、競争入札に適しないことから、プ
ロポーザル方式により契約の相手方を選定した
ため。

2 4

CO2ネットゼロ

推進課

令和５年度県有施設
への太陽光発電設
備導入可能性調査
業務委託

県有施設への太陽光
発電設備の導入可能
性の調査

令 和 5年 6月 22日 ～ 令和5年12月28日 国際航業株式会社 8,954,000 本業務は、構造計算書や電気使用量等から太
陽光発電の最適な導入方法やモデル的な導入
方法を計画立案するものであり、業務の遂行に
当たっては、建築分野とエネルギー分野に精通
しているとともに関係法令の整理など幅広い知
識と経験および計画立案能力を有していること
が求められるため、競争入札に適しないことか
ら、プロポーザル方式により契約の相手方を選
定したため。

2 4


